
障害児通所支援事業所の利用状況等

1 北海道 9,163 2,844 5,067 348 384 240 332 10 4,473 1,236 2,107 132 81 27 60 2 4,131 1,335 2,568 173 94 6 31

2 青森県 1,849 1,041 997 90 211 125 110 5 133 95 125 14 48 21 80 2 1,449 799 682 64 8 1 5

3 岩手県 1,970 796 785 80 88 84 80 2 505 118 250 24 20 16 20 1 1,241 575 435 45 116 3 8

4 宮城県 1,039 744 558 59 65 65 65 3 177 140 156 18 769 533 337 34 28 6 4

5 秋田県 872 682 285 29 232 198 35 2 142 117 95 8 26 26 30 1 379 304 125 13 93 37 5

6 山形県 1,444 603 867 71 125 94 120 4 292 75 262 25 24 11 30 1 1,001 423 455 40 2 1

7 福島県 2,222 749 1,200 112 130 83 90 3 747 266 490 46 27 5 60 2 1,245 395 560 51 73 10

8 茨城県 1,778 1,778 1,771 157 70 70 70 2 708 708 708 56 993 993 993 93 7 7 6

9 栃木県 2,150 600 930 63 107 66 100 2 1,067 225 360 25 40 14 50 2 912 295 420 31 24 3

10 群馬県 1,598 823 980 95 139 111 145 6 265 155 190 18 1,180 552 645 62 14 5 9

11 埼玉県 3,864 1,638 2,129 181 542 327 490 14 871 332 549 52 2,451 979 1,090 106 9

12 千葉県 3,685 2,396 1,347 106 594 469 375 13 882 516 327 25 59 50 3 2,117 1,343 645 61 33 18 4

13 東京都 16,104 4,195 5,478 448 1,343 570 847 21 6,376 1,394 1,837 146 206 92 180 5 8,069 2,136 2,614 267 110 3 9

14 神奈川県 5,206 1,326 1,535 160 473 334 320 9 1,346 294 435 51 3,251 696 780 84 136 2 16

15 新潟県 1,575 264 517 37 82 44 70 3 843 91 207 12 646 128 240 20 4 1 2

16 富山県 1,184 724 1,276 117 187 171 146 5 396 144 525 52 44 41 60 2 531 364 545 54 26 4 4

17 石川県 950 218 516 50 75 22 40 2 57 7 228 22 0 806 185 248 24 12 4 2

18 福井県 1,042 382 486 48 129 71 74 4 211 76 125 13 646 234 287 25 56 1 6

19 山梨県 835 395 430 38 92 91 80 3 103 28 65 8 11 11 15 1 602 238 270 24 27 27 2

20 長野県 1,941 873 1,028 103 330 215 196 11 418 198 264 30 26 19 40 1 1,103 422 528 51 64 19 10

21 岐阜県 4,457 1,123 1,904 111 619 162 208 6 2,542 569 1,044 52 127 41 125 3 896 244 527 41 273 107 9

22 静岡県 2,256 2,064 1,154 89 470 463 374 11 463 435 276 20 1,278 1,129 504 47 45 37 11

23 愛知県 9,959 8,224 6,719 612 670 670 572 17 2,356 1,771 2,435 228 169 169 152 5 6,764 5,614 3,560 344 18

24 三重県 1,746 640 811 70 129 77 86 3 581 156 295 23 922 302 430 40 114 105 4

25 滋賀県 1,556 384 550 36 127 67 100 3 939 177 280 18 34 9 40 1 411 129 130 11 45 2 3

26 京都府 1,928 1,105 750 65 64 29 35 2 905 483 345 27 17 6 30 1 898 586 340 30 44 1 5

27 大阪府 13,495 10,414 4,749 346 1,578 1,435 914 19 3,090 2,376 1,200 104 890 523 530 13 7,698 5,921 2,105 187 239 159 23

28 兵庫県 7,131 1,606 2,837 308 552 342 393 12 2,133 405 873 117 240 97 290 7 4,017 751 1,281 153 189 11 19

29 奈良県 2,528 657 1,724 155 264 150 180 7 888 168 519 50 17 11 60 1 1,359 328 965 95 2

30 和歌山県 2,223 969 1,422 121 335 227 230 10 469 242 511 43 38 13 40 1 1,336 482 641 59 45 5 8

31 鳥取県 806 211 485 42 80 55 70 3 146 17 155 16 74 16 90 3 437 123 170 17 69 3

32 島根県 1,030 265 478 59 140 53 90 6 205 23 130 13 533 184 258 29 152 5 11

33 岡山県 2,836 793 1,284 118 344 273 278 8 1,532 330 482 51 27 12 40 2 929 178 484 53 4 4

34 広島県 5,078 1,310 1,506 151 469 297 285 9 1,750 354 478 47 43 13 30 2 2,650 620 713 78 166 26 15

35 山口県 2,250 683 895 84 195 124 150 5 485 125 250 25 1,544 429 495 46 26 5 8

36 徳島県 1,919 514 811 85 347 143 165 6 484 81 219 26 1,019 289 427 46 69 1 7

37 香川県 1,482 301 755 83 84 38 40 2 192 42 215 27 16 10 35 1 1,177 211 465 50 13 3

38 愛媛県 1,796 413 623 44 306 160 150 4 894 144 303 24 581 106 170 12 15 3 4

39 高知県 817 90 320 40 152 27 60 4 217 28 80 10 11 20 1 354 31 160 18 83 4 7

40 福岡県 3,471 1,066 1,322 129 642 361 301 13 775 166 385 41 1,853 502 636 60 201 37 15

41 佐賀県 1,003 873 435 53 97 87 70 4 326 294 150 17 575 488 215 25 5 4 7

42 長崎県 2,289 811 1,373 130 209 114 135 6 585 120 476 45 1,404 567 762 68 91 10 11

43 熊本県 2,363 554 845 93 113 38 55 3 881 171 340 35 16 4 20 1 1,219 332 430 42 134 9 12

44 大分県 1,617 541 800 84 186 80 116 5 249 91 175 22 31 6 30 1 1,122 363 479 46 29 1 10

45 宮崎県 1,303 704 781 74 393 257 216 7 227 127 216 24 4 4 10 1 624 310 339 32 55 6 10

46 鹿児島県 4,688 1,419 1,799 167 577 254 255 10 2,102 598 702 67 1,939 564 842 78 70 3 12

47 沖縄県 3,685 2,726 2,153 250 0 0 0 0 944 661 705 93 86 75 70 2 2,637 1,984 1,378 150 18 6 5

146,183 63,531 67,467 5,991 14,540 9,433 9,313 309 46,372 16,369 22,544 2,042 2,452 1,342 2,237 69 79,698 35,696 33,373 3,179 3,121 691 0 392

48 札幌市 6,058 1,922 3,847 352 227 155 176 6 2,256 769 1,595 153 66 27 70 2 3,395 969 2,006 180 114 2 11

49 仙台市 1,635 735 787 67 61 61 60 2 347 227 227 16 1,227 447 500 49

50 さいたま市 1,435 515 820 66 262 128 210 6 226 60 190 17 65 26 60 2 803 294 360 36 79 7 5

51 千葉市 1,744 498 670 54 105 47 70 2 394 74 160 16 80 26 80 3 1,165 351 360 32 1

52 横浜市 3,241 3,313 1,621 112 704 704 492 10 856 881 299 32 182 178 340 9 1,432 1,540 490 52 67 10 9

53 川崎市 1,139 1,027 500 34 534 480 190 4 337 301 95 11 73 61 110 4 195 185 105 11 4

54 相模原市 1,082 241 595 52 57 51 50 1 327 8 200 17 28 23 40 1 638 159 305 31 32 2

55 新潟市 449 188 286 20 74 50 50 1 36 16 78 6 27 27 38 1 312 95 120 12

56 静岡市 735 290 330 33 50 40 50 1 127 32 45 7 558 218 235 25

57 浜松市 1,500 673 518 39 516 195 185 4 111 63 72 8 658 226 261 23 215 189 4

58 名古屋市 2,505 1,426 2,744 248 285 212 284 8 429 175 915 91 55 21 60 2 1,712 1,013 1,485 142 24 5 5

59 京都市 1,807 1,807 595 44 864 864 305 9 535 535 120 12 408 408 170 17 6

60 大阪市 2,496 781 894 116 297 176 184 7 400 87 110 35 18 4 40 1 1,623 510 560 64 158 4 9

61 堺市 1,840 652 740 85 159 149 150 3 265 50 125 26 96 35 70 2 1,311 417 395 52 9 1 2

62 神戸市 1,558 1,319 3,016 83 251 223 2,195 8 339 249 195 20 84 77 80 2 883 770 546 53 1

63 岡山市 1,783 323 470 52 122 72 80 3 673 103 180 21 946 147 210 22 42 1 6

64 広島市 2,092 2,092 1,295 112 204 204 200 5 321 321 185 21 50 50 60 2 1,516 1,516 850 83 1 1 1

65 北九州市 1,134 1,084 749 58 460 440 270 7 76 76 130 15 582 552 349 33 16 16 3

66 福岡市 1,081 488 625 32 515 322 350 8 0 0 0 0 94 35 80 2 472 131 195 19 3

67 熊本市 1,046 163 284 28 185 51 74 3 514 73 105 10 282 37 105 11 65 2 4

68 横須賀市 555 175 260 18 76 23 50 1 97 24 40 5 20 12 40 1 362 116 130 11

69 金沢市 710 136 305 23 161 53 95 3 30 6 85 8 519 77 125 12

37,625 19,848 21,951 1,728 6,169 4,700 5,770 102 8,696 4,130 5,151 547 938 602 1,168 34 20,999 10,178 9,862 970 823 238 0 75

183,808 83,379 89,418 7,719 20,709 14,133 15,083 411 55,068 20,499 27,695 2,589 3,390 1,944 3,405 103 100,697 45,874 43,235 4,149 3,944 929 0 467
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１５ 発達障害支援施策について 

   

 

 発達障害児（者）支援については、平成 17 年４月に施行された「発達障害者支援法」

に基づき、乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応した支援の推進を図っ

てきたところである。 

各自治体においては、同法に基づき、発達障害児（者）支援についてご尽力いただ

いてきたところであるが、引き続き、発達障害児（者）支援体制の整備状況の把握・

検証について取り組んでいただくようお願いする。 

また、自閉症者等の中にみられる行動障害を有する者に対する支援については、今

年度より、適切な支援を行う職員の人材育成を進めることを目的とした「強度行動障

害支援者養成研修事業（基礎研修）」を都道府県地域生活支援事業に盛り込んでいる

ところであるが、来年度からは重度訪問介護の対象が拡大され、強度行動障害を有す

る者がその対象となる。発達障害児（者）支援体制の整備に際しては、これら関連施

策間とも連携を図り、地域におけるサービスの質的な向上に取り組んでいただくよう

お願いする。 

 

（１）平成 26 年度予算案における発達障害児（者）支援について 

①平成 26 年度予算案の概要 

ア．「発達障害者支援開発事業」（以下「開発事業」という。）について 

開発事業は関連のある事業の効率化・重点化を図る観点から「重症心身障害児者

の地域生活モデル事業」と統合し、新たに「発達障害・重症心身障害児者の地域生

活支援モデル事業」として実施する。 

従来、開発事業は、都道府県・指定都市において「発達障害者支援試行事業」を、

市町村において「発達障害者等支援都市システム事業」を実施してきたところであ

るが、来年度からは「発達障害児者支援開発事業」として一本化し、一定のテーマ

設定（例えば、中長期的な課題設定として「発達障害児（者）のうち既存の保健や

福祉等の支援では対応が困難な行動障害・二次的障害の予防・改善のための支援手

法の開発」（予定））をした上で、都道府県・市町村のいずれも応募可能なモデル

事業とすることとしている。（関連資料①（110 頁）） 

 

イ．「発達障害者支援者実地研修事業」（以下「実地研修事業」という。）について 

これまで実地研修事業は、強度行動障害研修、成人期支援研修及び早期支援研修

を実施してきたところであるが、来年度からは、これまでの事業実績等を踏まえ、

研修により得られる知見の効果的な浸透を図る観点から、成人期支援研修及び早期

支援研修について、国立障害者リハビリテーションセンターにおいて主に発達障害

者支援センター（以下「センター」という。）職員を対象として行うこととしてい

る。また、強度行動障害研修については廃止となるが、強度行動障害を有する者に

対応する職員の人材育成については、各都道府県地域生活支援事業で位置づけられ

た「強度行動障害支援者養成研修事業（基礎研修）」（平 25 年度から）及び「強
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度行動障害支援者養成研修事業（実践研修）」（平成 26 年度予算案）を活用願い

たい。（関連資料②（111 頁）） 

 

ウ．「発達障害者支援体制整備」（以下「体制整備」という。）について 

体制整備は、既存のメニューであるペアレント・メンターの養成や発達障害特有

のアセスメントツールの導入促進などを含め引き続き「地域生活支援事業」におい

て実施する。 

平成 26 年度は、これまでに実施されたモデル事業において成果のあった家族の

対応力向上を支援するペアレント・トレーニング及び当事者の適応力向上を支援す

るソーシャル・スキル・トレーニング（SST）について、既に一定程度知見が蓄積

されてきていることから、新たに体制整備のメニューに追加し、全国的な普及を図

ることとしている。 

また、従来からセンター等に地域支援体制サポートコーチを配置し市町村支援を

行ってきたところであるが、平成 26 年度予算案においては、センター等に「発達

障害者地域支援マネジャー」（以下「マネジャー」という。）を配置し、市町村支

援に加え、事業所等支援、医療機関との連携や困難ケースへの対応等の地域支援機

能の強化を図る場合に地域生活支援事業の対象とすることとしている。体制整備の

実施主体である都道府県及び指定都市（以下「都道府県等」という。）においては、

センターとの十分な連携を図り、都道府県等内における発達障害支援の状況、例え

ば、発達障害児（者）の数、市町村の個別支援ファイルの作成状況や支援を行う事

業所の数、診断・治療を行う医療機関の数などについて、発達障害者支援体制整備

検討委員会を必要に応じて障害者総合支援法第 89 条の３第１項に定める協議会等

と合同で開催するなどにより総合的に検証した上で、積極的にマネジャーを配置し

ていただきたい。 

さらに、マネジャーについては、高度に専門的な知識が必要であるとともに、地

域における関係機関・施設間の調整等を行う役割が重要となることから、国立障害

者リハビリテーションセンターにおいて、新たに発達障害者地域支援マネジャー研

修を実施することとしているので、積極的な受講をお願いする。 

なお、平成 26 年度から、重度訪問介護の対象として強度行動障害を有する者が

加わることから、在宅の行動障害を有する者の支援に携わる相談支援、行動援護、

重度訪問介護等の事業所間の連携やセンターによるこれらの事業者に対するコン

サルテーション等も重要となる。都道府県等におかれては、上記の強度行動障害に

おける指導者の養成研修にセンター職員を積極的に派遣するなど、これらを念頭に

置いた体制整備を検討願いたい。（関連資料③（113 頁）） 

 

（２）「世界自閉症啓発デー」について 

    毎年４月２日は、平成 19 年 12 月に国連が制定した「世界自閉症啓発デー」である。 

厚生労働省においては、この日を自閉症を始めとする発達障害に関する正しい知識

の浸透を図る機会として捉え、引き続き、関係団体等と連携して、広く一般国民へ

の普及啓発を実施することとしている。 
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    平成 26 年の取組については、以下のとおり予定しているので、各自治体におかれ

ては関連イベント等の開催に当たりご留意願いたい。 

   ・世界自閉症啓発デー2014・シンポジウム（平成 26 年３月 29 日（土）） 

   ・東京タワーブルーライトアップ（平成 26 年４月２日（水）） 

    また、民間団体においても、各自治体の協力をいただき全国各地のシンボルタワ

ー等でライトアップの啓発に取り組んでおり、厚生労働省においても、こうした取

組に対し後援を行うとともに、東京タワーブルーライトアップにおいて NPO 法人が

行うイベントに協力するなど、発達障害の普及啓発に更に取り組んでいくこととし

ている。 

    ついては、このようなシンボルタワー等ライトアップのほか、関係機関や関係団

体等と連携を図りながら、広く一般の方への関心を高め、地域住民への発達障害の

理解が促進されるような啓発イベント、シンポジウムやセミナーの開催等、地域の

実情に応じた創意工夫による普及啓発を積極的に実施されたい。 

    なお、これまでの普及啓発の取組や地方における取組については、世界自閉症啓

発デー・日本実行委員会の公式サイト等に掲載され、広く周知されているので参考

とされたい。（関連資料④（115 頁）） 

  ◆世界自閉症啓発デー・日本実行委員会（公式サイト） 

     （http://www.worldautismawarenessday.jp/） 

      世界自閉症啓発デーの制定や、地域における取組等に関する情報を提供 
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の
実

施

●
重
症
心
身
障
害

に
関
す
る
講
演
会

等
の
実
施

保
健

そ
の

他
教

育

福
祉

医
療

関
係

機
関

等
と
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

構
築

重
症
心
身
障
害
児
者
及
び
そ
の
家
族
が
地
域
で

い
き
い
き
と
暮

ら
せ

る
よ
う
な
体

制
整

備
の

実
施

実
施

主
体

（
団

体
等

）
〔
公

募
に
よ
り
選

定
〕

本
人

・
家

族
へ

の
支

援
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事

業
所
等
に
対
す
る
支
援

地
域
住
民
に
対

す
る
理
解
促
進

重
症

心
身

障
害

児
者

の
地

域
生

活
モ
デ
ル

事
業

分
科

会

審
査

・
指

導
・
助

言
・
総

括

①
行

動
障

害
、
二

次
的

障
害

の
「
予

防
」
に
お
け
る
効

果
的

な
支

援
手

法
の

開
発

（
例

成
人

期
支

援
の

知
見

を
児

童
期

の
支

援
に
反

映
さ
せ

る
方

法
な
ど
）

②
行

動
障

害
、
二

次
的

障
害

の
「
改

善
」
に
関

す
る
効

果
的

な
支

援
手

法
の

開
発

（
例

関
係

者
が

一
貫

し
た
支

援
を
行

え
る
よ
う
に
す
る
た
め
の

方
法

な
ど
）

③
そ
の

他
、
発

達
障

害
者

の
地

域
生

活
支

援
に
お
い
て
重

要
と
考

え
ら
れ

る
も
の

テ
ー
マ
の
設
定
例

課
題

に
つ
い
て
は

、
今

後
の

検
討

に
お
い
て
変

更
が

あ
り
得

る
。

（関連資料①）
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＜
国

立
障

害
者

リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
＞

発
達

障
害

者
や

そ
の

家
族

に
対

す
る

相
談

・
発

達
支

援
、

就
労

支
援

、
普

及
啓

発
等

に
関

す
る

専
門

的
な

知
識

・
技

術
に

精
通

す
る

た
め

の
研

修
期

間
３

日
間

１
回

、
２

日
間

１
回

対
象

発
達

障
害

者
支

援
セ

ン
タ

ー
職

員

発
達

障
害

支
援

の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
や

治
療

な
ど
、
幅

広
い
分

野
の

最
新

の
知

識
を

習
得

す
る

た
め

の
研

修
期

間
２

日
間

２
回

対
象

保
健

所
、

小
児

医
療

機
関

、
発

達
障

害
者

支
援

セ
ン

タ
ー

の
医

師
な

ど

発
達
障
害
者
支
援
セ
ン
タ
ー
職
員
や
医
師
等
の
発
達
障
害
施
策
に
携
わ
る
職
員
を
対
象
に
、
国
立
機
関
等
に
お
い
て
研
修
を
実
施

し
、
各
支
援
現
場
等
に
お
け
る
対
応
の
充
実
を
図
る
。

１
発
達
障
害
者
支
援
セ
ン
タ
ー
職
員
研
修

７
発
達
障
害
支
援

医
学

研
修

６
発
達
障
害
精

神
医

療
研

修

一
般

精
神

医
療

現
場

や
精

神
保

健
領

域
に

お
け

る
発

達
障

害
者

の
診

断
や

治
療

、
他

領
域

と
の

連
携

に
関

す
る

最
新

の
知

識
を

習
得

す
る

た
め

の
研

修
期

間
２

日
間

１
回

対
象

精
神

科
医

療
機

関
、

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

の
医

師
な

ど

発
達
障
害
支
援
に
つ
い
て
国
が
行
う
研
修

＜
国

立
精

神
・
神

経
医

療
研

究
セ
ン
タ
ー
＞

３
発
達
障
害
者
地
域
支
援
マ
ネ
ジ
ャ
ー
研

修

市
町

村
の

支
援

体
制

構
築

、
事

業
所

等
の

対
応

困
難

事
例

へ
の

対
応

、
医

療
機

関
と

の
連

携
等

に
関

す
る

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

に
精

通
す

る
た

め
の

研
修

期
間

３
日
間

１
回

対
象

発
達

障
害

者
地

域
支

援
マ

ネ
ジ

ャ
ー

発
達

障
害

者
の

特
性

に
応

じ
た

就
労

移
行

支
援

事
業

の
進

め
方

を
習

得
す

る
た

め
の

研
修

期
間

３
日
間

１
回

対
象

就
労

移
行

支
援

事
業

所
職

員
な

ど

２
発
達
障
害
支
援
者
研
修

４
発
達
障
害
就
労
移
行
支
援
者
研
修

国
の

研
究

や
モ

デ
ル

事
業

に
よ

り
効

果
が

確
認

さ
れ

た
ア

セ
ス

メ
ン

ト
や

支
援

手
法

の
知

識
を

習
得

す
る

た
め

の
研

修
期

間
３

日
間

１
回

対
象

巡
回

支
援

専
門

員
、

児
童

発
達

支
援

事
業

所
の

職
員

な
ど

５
発
達
障
害
早

期
総

合
支

援
研

修

幼
児

期
に

お
け

る
発

達
障

害
の

早
期

発
見

・
早

期
支

援
に

つ
い

て
最

新
の

知
識

を
習

得
す

る
た

め
の

研
修

期
間

２
日
間

１
回

対
象

乳
幼

児
健

診
に

携
わ

る
医

師
、

保
健

師
な

ど

上
記

以
外

に
も
関

係
す
る
研

修
と
し
て
自

閉
症

支
援

ス
テ
ッ
プ
研

修
（
国

立
障

害
者

リ
ハ

ビ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
）
、
強
度
行
動
障
害

支
援
者
養
成
研
修
（
国
立
重
度
知
的
障
害
者
総
合
施
設
の

ぞ
み

の
園

）
な
ど
も
実

施

＊
こ
れ
ら
の
研
修
に
関
す
る
情
報
は
発
達
障
害
情
報
・
支
援
セ
ン
タ
ー
の
サ
イ
ト
に
お
い
て
公
開

h
tt
p:
/
/
w
w
w
.r
e
h
ab
.g
o
.jp
/
dd
is
/
イ
ベ
ン
ト
情
報
/

（関連資料②）
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実 務 経 験 計 5 年 以 上

（ 経 過 措 置 に よ り 3 年 以 上 ）

サ
ー

ビ
ス
管

理
責

任
者

※
行
動
障
害
を
有
す
る
者
に
対
応
す
る
事
業
所
の
サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
及
び
サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
養
成
研
修
を

受
講
し
よ
う
と
す
る
者

は
、
強

度
行

動
障

害
支

援
者
養
成
研
修
を
受
講
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

サ
ー

ビ
ス
提

供
責

任
者

サ
ー
ビ
ス
管

理
責

任
者

養
成

研
修

（
３
日

間
）

共
通

講
義

（
理
論
編
）

分
野

別
演

習
（
実

践
編

）

介
護

地
域
生

活
（
身

体
）

地
域
生
活

（
知

的
・
精

神
）

就
労

児
童

＋
相
談
支
援
従
事
者
初
任
者
研
修
（
講
義
部
分
・1
1.
5時

間
）

強
度

行
動
障

害
支

援
者

養
成
研

修
（
実

践
研

修
（
国

研
修
）
）

※
指

導
者
養

成
研
修

指
導

相
互
の
人
材
活
用

相
互
の
人
材
活
用

施
設
系
・
居
住
系
（
障
害
者
・
障
害
児
）

入
所

職
員

Ｇ
Ｈ
・

Ｃ
Ｈ
職

員
通

所
職

員

訪
問

系

相
互
の
人
材
活
用

相
互
の
人
材
活
用

実
務

経
験

に
関

わ
ら
ず
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
都

道
府

県
研

修
）
受

講
必

須
を
検

討
（
行

動
援

護
）

※
内
容

は
現

時
点

検
討

案
の

た
め
、
今

後
変

更
の

可
能

性
あ
り
。

行
動

援
護

従
業

者
今

後
、
行

動
援

護
従

業
者

養
成

研
修

を
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
基

礎
研

修
・
専

門
研

修
（
仮

称
）
（
都

道
府

県
研

修
）
）
に
統

合
す
る
こ
と
を
検

討

強
度

行
動
障

害
支

援
者

養
成
研

修
（
基

礎
研

修
（
国

研
修
）
）

※
指

導
者
養

成
研
修

指
導

２
５
年

度
～

２
６
年

度
～

強
度

行
動

障
害

に
対

応
す
る
職

員
の

人
材

育
成

の
充

実
に
つ
い
て

行
動

援
護

ヘ
ル

パ
ー

そ
の
他
の
訪
問

系
ヘ
ル
パ
ー

相
談
支
援
専
門
員

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（
基

礎
研

修
（
都

道
府

県
研

修
）
）

（
重

度
訪

問
介

護
従

業
者

養
成

研
修

（
行

動
障

害
を
有

す
る
者

に
対

応
す
る
研

修
）
と
同

内
容

と
す
る
）

（
【
受

講
者

】
知

的
障

害
・
障

害
児

を
支

援
す
る
者

が
主

な
対

象
）

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（
（
実

践
研

修
（
都

道
府

県
研

修
）
）

（
【
受

講
者
】

知
的

障
害

・
障
害

児
を
支

援
す
る
者

が
主
な
対

象
）

重
度

訪
問

介
護

（
行

動
障

害
を
有

す
る
者

に
対

応
す
る
ヘ

ル
パ

ー
）

相
互
の
人
材
活
用

相
互
の
人
材
活
用

一 定 の 実 務 経 験 等

一 定 の 実 務 経 験 等
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発
達

障
害

者
支

援
体

制
整

備
乳
幼
児
期
か
ら
成
人
期
に
お
け
る
各
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
対
応
す
る
一
貫
し
た
支
援
を
行
う
た
め
、
関
係
機
関
等
に
よ
る
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
を
構
築
し
、
支
援
体
制
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
ペ
ア
レ
ン
ト
・
メ
ン
タ
ー
の
養
成
等
に
よ
り
、
発
達
障
害
児
（
者
）
及
び
そ
の
家

族
に
対
す
る
支
援
の
強
化
を
図
る
。

さ
ら
に
、
平
成
２
６
年
度
か
ら
、
家
族
支
援
及
び
当
事
者
支
援
と
し
て
ペ
ア
レ
ン
ト
・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
と
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
ス
キ
ル
・
ト
レ
ー

ニ
ン
グ
を
新
た
に
メ
ニ
ュ
ー
に
追
加
す
る
と
と
も
に
、
発
達
障
害
者
支
援
セ
ン
タ
ー
等
に
「
発
達
障
害
者
地
域
支
援
マ
ネ
ジ
ャ
ー
」
を

配
置
す
る
な
ど
、
地
域
支
援
機
能
の
強
化
を
図
る
。

【
都
道
府
県
・
指
定
都
市
】

【
市

町
村

】

発
達

障
害

者
支
援
セ
ン
タ
ー

医
療

機
関

等

◆
早

期
発

見
・
早

期
発

達
支

援
体

制
の

構
築

（
巡

回
に
よ
る
支

援
）

◆
個

別
支

援
フ
ァ
イ
ル

の
作

成
（
ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル

の
導

入
）

◆
ペ
ア
レ
ン
ト
・
メ
ン
タ
ー
等

の
活

用
に
よ
る
家

族
支

援
等

保
健

労
働

そ
の
他

教
育

福
祉

医
療

関
係

機
関

等
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

構
築

連 携

●
調
査
・
評
価

（
市
町
村
の
支
援
体
制
の
状
況
調
査
・
評
価
）

●
検
討
委
員
会

（
県

内
の

状
況

把
握

や
、
ペ
ア
レ
ン
ト
・
メ
ン
タ
ー
の

養
成

等
の

支
援

体
制

の
充

実
に
向
け
て
検
討

）

・
ペ
ア
レ
ン
ト
・
メ
ン
タ
ー
の

養
成

●
発

達
障

害
特

有
の

ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル

の
導
入
促
進

（
Ｍ
－

Ｃ
Ｈ
Ａ
Ｔ
や

Ｐ
Ａ
Ｒ
Ｓ
等

の
導
入

を
促
進

す
る

研
修

の
実

施
）

・
ﾍ
ﾟｱ
ﾚ
ﾝ
ﾄ・
ﾒ
ﾝ
ﾀ
ｰ
・
ｺ
ｰ
ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰ
ﾀ
ｰ
の
配
置

（
平

成
２
３
年

度
～

）

平
成

２
５
年

度
よ
り
地

域
生

活
事

業
に
お
い
て
実

施

・
ペ
ア
レ
ン
ト
・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

（
平

成
26

年
度
～
家
族
の
対
応
力
向
上
）

・
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
ス
キ
ル
・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

（
平

成
２
６
年

度
～

当
事

者
の

適
応

力
向

上
）

●
発
達
障
害
者
地
域
支
援
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の
配
置

（
平

成
２
６
年

度
～

市
町

村
・
事

業
所
等

支
援
、
医
療

機
関
と
の

連
携

及
び
困
難
ケ
ー
ス
へ
の
対
応
等
の
地
域
支
援
機
能
強
化
）

●
家

族
支

援
等

助
言

・
指

導
等

助
言
・
指
導
等

支
援

文
部

科
学

省
特

別
支

援
教

育
関

連
事

業
連

携

連
携

（関連資料③）
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発
達

障
害

に
つ
い
て
は

、
支

援
の

た
め
の

ノ
ウ
ハ

ウ
の

普
及

が
十

分
に
行

わ
れ

て
い
な
い
た
め
、
各

地
域

に
お

け
る
支

援
体

制
の

確
立

が
喫

緊
の

課
題

と
な
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
市

町
村

・
事

業
所

等
支

援
、
医

療
機

関
と
の

連
携
や
困
難

ケ
ー
ス
へ
の
対
応
等

に
つ
い
て
、
地

域
の

中
核

で
あ
る
発

達
障

害
者
支
援
セ
ン
タ
ー
の
地
域
支
援
機

能
の

強
化

を
図

り
、
支

援
体

制
を
整

備
す
る
。

発
達

障
害

者
支

援
セ
ン
タ
ー発

達
障

害
者

支
援

セ
ン
タ
ー
の

地
域

支
援

機
能

強
化

市
町

村

発
達

障
害

者
支

援
体

制
整

備
（
地

活
事

業
）

都
道

府
県

等

職
員

配
置

：
４
名

程
度

●
相

談
支

援
（
来

所
、
訪

問
、
電

話
等

に
よ
る
相

談
）

●
発

達
支

援
（
個

別
支

援
計

画
の

作
成

・
実

施
等

）
●

就
労

支
援

（
発

達
障

害
児

（
者

）
へ

の
就

労
相

談
）
●

そ
の

他
研

修
、
普

及
啓

発
、
機

関
支

援

再
編

・拡
充

①
ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル

の
導

入
②

個
別

支
援

フ
ァ
イ
ル

の
活

用
・
普

及

※
サ
ポ
ー
ト
コ
ー
チ
２
名
分
を
積
算

（
地

活
事

業
）

事
業

所
等

対
応
困
難
ケ
ー
ス
を
含
め
た

支
援
を
的
確
に
実
施

困
難

事
例

の
対

応
能

力
の

向
上

全
年

代
を
対

象
と
し
た
支

援
体

制
の

構
築

（
求
め
ら
れ
る
市
町
村
の
取
組
）

（
求
め
ら
れ
る
事
業
所
等
の
取
組
）

医
療

機
関

①
専
門
的
な
診
断
評
価

②
行

動
障

害
等

の
入

院
治

療

身
近

な
地

域
で
発

達
障

害
に
関

す
る

適
切
な
医
療
の
提
供

（
求
め
ら
れ
る
医
療
機
関
の
取
組
）

（
継

続
）

（
新

規
）

（
新

規
）

発
達

障
害

者
地

域
支

援
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の

配
置

：
６
名

程
度

一
部

新
規

（
４
名

分
）

体
制

整
備

支
援

（２
名

）
医

療
機
関
と
の
連
携
（２

名
）

困
難

ケ
ー
ス
支

援
（２

名
）地

域
支

援
機

能
の

強
化

へ

（
課

題
）

中
核

機
関

と
し
て
セ
ン
タ
ー
に
求

め
ら
れ

る
市

町
村

・
事

業
所

等
の

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
や

困
難

事
例

へ
の

対
応

等
が

、
セ
ン
タ
ー
へ

の
直

接
の

相
談

の
増

加
等

に
よ
り
十

分
に
発

揮
さ
れ

て
い
な
い
。

・
原

則
と
し
て
、
セ
ン
タ
ー
の

事
業

と
し
て
実

施
・
地

域
の

実
情

に
応

じ
、
そ
の

他
機

関
等

に
委

託
可

●
発

達
障

害
者

支
援

体
制

整
備

検
討

委
員

会
●

市
町

村
・
関

係
機

関
及

び
関

係
施

設
へ

の
研

修
●

ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル

の
導

入
促

進
●

ペ
ア
レ
ン
ト
メ
ン
タ
ー
（
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
）

地
域
生
活
事
業
費
補
助
金
４
６
２
億
円
の
内
数
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【
国
に
お
け
る
取
組
】

○
世
界
自
閉
症
啓
発
デ
ー
２
０
１
４
・
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
（
作
品
展
示
等
）

・
日

時
平

成
２
６
年

３
月

２
９
日

（
土

）
１
０
：
０
０
～

１
６
：
３
０

・
場
所

灘
尾
ホ
ー
ル
（
千
代
田
区
）

・
主

催
厚

生
労

働
省

、
日

本
自

閉
症

協
会

・
共
催

日
本
発
達
障
害
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
他

（
大
会
実
行
組
織
：
世
界
自
閉
症
啓
発
デ
ー
・
日
本
実
行

委
員

会
）

○
東
京
タ
ワ
ー
ブ
ル
ー
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ

・
平

成
２
６
年

４
月

２
日

（
水

）
１
８
：
１
５
～

（
予

定
）

点
灯

式

※
同

日
、
併

せ
て
作

品
展

示
等

を
実

施
予

定
（
１
５
：
０
０
～

）

平
成
１
９
年
１
２
月
、
国
連
総
会
に
お
い
て
カ
タ
ー
ル
国
の
提
出
し
た
議
題
で
あ
る
4
月
2
日
を
世
界
自
閉
症
啓
発
デ
ー
に
定
め
る
決
議
を
コ
ン
セ
ン
サ
ス
（
無

投
票

）
採

択
。

○
決
議
事

項
・
4
月
2
日

を
「
世
界
自
閉
症
啓
発
デ
ー
」
と
し
、
2
0
0
8
年
以
降
毎
年
祝
う
こ
と
と
す
る
。

・
全
て
の
加
盟
国
や
、
国
連
そ
の
他
の
国
際
機
関
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
や
民
間
を
含
む
市
民
社
会
が
、
「
世
界
自
閉
症
啓
発
デ
ー
」
を
適
切
な
方
法
に
よ
っ
て
祝
う
こ
と
を
促
す
。

・
そ
れ
ぞ
れ
の
加
盟
国
が
、
自
閉
症
の
こ
ど
も
に
つ
い
て
、
家
庭
や
社
会
全
体
の
理
解
が
進
む
よ
う
に
意
識
啓
発
の
取
り
組
み
を
行
う
よ
う
に
促
す
。

・
事
務
総
長
に
対
し
、
こ
の
決
議
を
全
て
の
加
盟
国
及
び
国
連
機
関
に
注
意
喚
起
す
る
よ
う
要
請
す
る
。

平
成

２
０
年

４
月

以
降

国
連

事
務

総
長

が
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
発

出
。
併

せ
て
、
世

界
各

地
で
当

事
者

団
体

等
が

イ
ベ
ン
ト
等

を
開

催
。

平
成

２
４
年

１
２
月

第
６
７
回

国
連

総
会

に
お
い
て
、
バ

ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
が

主
提

案
国

で
あ
る
「
自

閉
症

ス
ペ
ク
ト
ラ
ム
障

害
、
発

達
障

害
」
決

議
が

コ
ン
セ
ン
サ

ス
に
よ
り

採
択
。

【
背

景
】

【
啓

発
活

動
】
（
平

成
２
６
年

開
催

案
）

○
各
都
道
府
県
等
に
お
い
て
、
関
係
機
関
や
関
係
団
体
等
と
連
携
し
な
が
ら
、
名
所
旧
跡
の
ブ
ル
ー
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
や
セ
ミ
ナ
ー

の
開
催
等
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
創
意
工
夫
を
図
り
な
が
ら
、
広
く
一
般
市
民
へ
の
関
心
を
高
め
る
よ
う
な
普
及
啓
発
を
実
施
す
る
こ
と

に
よ
り
、
地
域
住
民
へ
の
発
達
障
害
の
理
解
を
促
進
。

○
こ
れ
ら
の
取
組
内
容
に
つ
い
て
、
世
界
自
閉
症
啓
発
デ
ー
・
日
本
実
行
委
員
会
W
E
B
サ
イ
ト
に
掲
載
予
定
。

h
tt
p:
/
/
w
w
w
.w
o
rl
da
u
ti
sm

aw
ar
e
n
e
ss
da
y.
jp

（関連資料④）
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１６ 障害者の地域生活への移行等について 

 

（１）ケアホームとグループホームの一元化について 

① 指定及び支給決定事務等について 

ケアホームとグループホームの一元化に伴う指定及び支給決定事務等

について留意すべき事項については、別添①（118 頁）の平成 26 年２月

28 日付け事務連絡（「共同生活介護（ケアホーム）と共同生活援助（グル

ープホーム）の一元化に伴う指定及び支給決定事務等に係る留意事項に

ついて」）によりお示ししたところであるが、各都道府県等におかれては、

当該事務連絡の内容について、ご了知の上、管内市町村、関係団体及び

グループホーム・ケアホーム事業者等へ周知されたい。 

また、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する

基準について」（平成 18 年 12 月６日障発第 1206001 号）のうち、一元化

後のグループホームに関する規定については、別添②（127 頁）のとおり

改正することを予定しているので、その内容についてご了知いただくと

ともに、平成 26 年４月の円滑な施行に向けた準備をお願いしたい。 

 

（受託居宅介護サービスの支給標準時間） 

市町村が受託居宅介護サービスの支給量の決定に際して参酌すべき

『受託居宅介護サービスの支給標準時間』については、介護サービス包

括型グループホームの報酬水準や在宅の障害者の標準的な居宅介護サー

ビスの利用実績等を勘案の上、障害支援区分ごとに下表のとおりとする

ことを考えているので留意されたい。 

 

（参考）参酌すべき受託居宅介護サービスの支給標準時間（案） 

障害支援区分  支給標準時間  

区分２  150 分／月  

区分３  600 分／月  

区分４  900 分／月  

区分５  1,300 分／月  

区分６  1,900 分／月  

 

② 一元化後のグループホームの報酬等について 

一元化後の新たなグループホームの報酬等を盛り込んだ平成 26 年度 

障害福祉サービス等報酬改定に伴う関係告示の一部改正等に関しては、

別添③（142 頁）により、２月 25 日までを期限としてパブリックコメン

トを実施したところである。今後、具体的な算定要件等を規定した「障
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害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額

の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 18

年 10 月 31 日障発第 1031001 号。以下「報酬の留意事項通知」という。）

の一部改正通知も併せて、できるだけ早い時期に告示する予定である。 

 なお、別添③の第３の２．の（２）の②に記載の「夜間支援体制の評

価の充実」については、パブリックコメント期間において、夜勤の配置

体制が整うまでの間に一定の期間を要するとの意見が多くあったこと等

を踏まえ、現在、以下の運用を検討しているので、留意されたい。 

 

ア 夜間支援等体制加算の届出を事業所単位ではなく住居単位とするこ

とにより、１の事業所であっても、住居単位で夜勤体制を評価する加

算（夜間支援等体制加算（Ⅰ））と宿直体制を評価する加算（夜間支援

等体制加算（Ⅱ））を併算定できるようにする。 

 

イ 平成 27 年３月 31 日までの経過措置として、１の住居において夜勤

の配置以外に宿直配置の日が一定程度あっても、夜勤体制を評価する

加算（夜間支援等体制加算（Ⅰ））を算定できるようにする。 
  
※ この場合の宿直配置の日数については、「１月に夜勤は１の日数を 

超えない範囲内」とする方向で検討（算定可能な例：毎週、月～木 

の４日間を夜勤、金～日の３日間を宿直配置とした場合等）。 

 

 

（加算等に係る届出） 

加算等に係る届出については、毎月 15 日までに行わなければ翌月から

算定できないこととされているが、一元化後のグループホームの加算等に

係る届出については、平成 26 年４月１日から加算等の対象となるサービ

ス提供や体制の整備が適切になされている場合であって、４月中に届出が

受理された場合に限り、４月１日に遡って加算を算定できるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－117－



 
事 務 連 絡 
平成２６年２月２８日 

 
  都道府県 
各 指定都市 障害保健福祉主管課 御中 
  中 核 市 

 
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  

  障害福祉課地域生活支援推進室  
 
 

共同生活介護（ケアホーム）と共同生活援助（グループホーム）の 

一元化に伴う指定及び支給決定事務等に係る留意事項について 

 
 障害保健福祉行政の推進につきましては、平素より格別のご配慮を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関

する法律」（平成 24 年法律第 51 号。以下「整備法」という。）の一部施行により、平成 26 年４月から、

共同生活介護（ケアホーム）と共同生活援助（グループホーム）が一元化されるところですが、その一

元化に伴う指定及び支給決定事務等について、留意すべき事項を別添のとおりまとめましたので、送付

いたします。 
各自治体におかれましては、別添の内容についてご了知の上、管内市（区）町村のほか、事業者、関

係団体等に対し、その周知徹底を図っていただくとともに、平成 26 年４月の円滑な施行に向けて特段の

ご配慮をお願いいたします。 
 なお、別添の内容は、現段階で考えられる事項を整理したものであり、今後、関係通知等を改正する

過程において、運用面での変更等があり得ることに留意願います。 
 
  

（担当） 
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 
障害福祉課地域生活支援推進室 地域移行支援係 

安蒜、中山 
ＴＥＬ：03-5253-1111（内線 3045） 

（別添①） 
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Ⅰ 事業所の指定 

１ 経過措置について 

（１）整備法による経過措置 

① 整備法附則第７条による経過措置 

   ア 基本的な取扱い 

     平成 26年４月１日において、現に共同生活介護に係る指定を受けている者は、整備法附則

第７条により、共同生活援助に係る指定を受けているものとみなされる（以下「みなし指定」

という。）ものであること。 

 

イ みなし指定の有効期間について 

平成 26年４月１日において現にその事業者が受けている指定の有効期間の残存期間と同一

の期間とし、当該有効期間満了後も引き続き共同生活援助に係る指定障害福祉サービスの事

業を行うためには、指定の更新を行う必要があること。 

 

ウ みなし指定に係る手続き等について 

（ア）指定について 

みなし指定については、整備法附則第７条により、共同生活援助に係る指定を受けたも

のとみなされるため、事業者からの指定の申請等の手続きは不要である。ただし、みなし

指定に際して、運営規程の変更など障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律施行規則（平成 18 年厚生労働省令第 19 号。以下「障害者総合支援法施行規則」

という。）第 34 条の 23 に定める事項（以下「届出事項」という。）に変更がある場合は、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。

以下「障害者総合支援法」という。）第 46 条に基づき、10 日以内に都道府県知事（指定都

市及び中核市の市長を含む。以下同じ。）へ届け出る必要があること。 
 

（イ）公示について 

       みなし指定であっても、事業者の指定であり、また、どの事業所が共同生活援助に係る

指定を受けているのかについて利用を希望する障害者等が確認できるよう、都道府県（指

定都市及び中核市を含む。以下同じ。）においては、必要な手続きが整い次第、速やかに公

示すること。 
 

（２）整備省令による経過措置 

① 整備省令附則第３条による経過措置（事業所指定関係） 

   ア 基本的な取扱い  

      平成26年４月１日において現に指定共同生活介護の事業を行う事業所又は指定共同生活援

助の事業を行う事業所については、「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福

祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う関係省令の整備等に

関する省令」（平成 25 年厚生労働省令第 124 号。以下「整備省令」という。）附則第３条によ

（ 別 添 ） 
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り、下表の左欄の事業所の種類ごとに右欄の事業所とみなされる（以下「みなし事業所」と

いう。）ものであること。 
      

平成 26 年４月１日時点の事業所の種類 みなし事業所の種類 

指定共同生活介護事業所 指定共同生活援助（介護サービス包括型）事

業所 

指定共同生活援助事業所 外部サービス利用型指定共同生活援助事業所 

一体型指定共同生活介護事業所 
一体型指定共同生活援助事業所 

指定共同生活援助（介護サービス包括型）事

業所 ※  
※ 平成 26 年４月１日以降は、原則として、一の指定共同生活援助（介護サービス包括型）事業所に移 
行するものであるため、障害者総合支援法第 46 条第２項及び第 79 条第４項の規定に基づき、共同生活 
援助の事業の廃止を都道府県知事に届け出る必要があること。 

 

イ みなし事業所に係る手続き等について 

整備省令附則第３条によるみなし事業所に該当する場合は、事業者からの指定の申請等の

手続きは不要であるが、利用者の適切な事業所の選択に資するため、運営規程に規定する事

業の目的等において、事業所の種類（指定共同生活援助事業所、外部サービス利用型指定共

同生活援助事業所の別）を記載する必要があることから、障害者総合支援法第46条に基づき、

運営規程その他届出事項の変更を 10 日以内に都道府県知事へ届け出る必要があること。 
       

ウ みなし事業所以外の種類の事業所に移行する場合の手続きについて 

      平成 26 年４月１日以降、現にある指定共同生活介護事業所が外部サービス利用型指定共同

生活援助事業所に移行する場合又は現にある指定共同生活援助事業所が指定共同生活援助

（介護サービス包括型）事業所に移行する場合は、事業者からの指定の申請等の手続きは不

要であるが、少なくとも、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労

働省令第 171 号。以下「指定障害福祉サービス基準」という。）第 211 条の３又は第 213 条

の９に規定する運営規程に定めるべき重要事項のうち、 
・ 「事業の目的及び運営の方針（指定障害福祉サービス基準第 211 条の３第１号又は第 213

条の９第１号）」、 
・ 「従業者の職種、員数及び職務の内容（指定障害福祉サービス基準第 211 条の３第２号

又は第 213 条の９第２号）」、 
・ 「受託居宅介護サービス事業者及び受託居宅介護サービス事業所の名称及び所在地（指

定障害福祉サービス基準第 213 条の９第５号） 
の規定内容に変更等が生じることが想定されることから、障害者総合支援法第46条に基づき、

運営規程その他届出事項の変更を 10 日以内に都道府県知事へ届け出る必要があること。 
都道府県知事は当該変更の届出があった場合には、当該届出の内容が指定共同生活援助（介

護サービス包括型）事業所に移行した場合にあっては、指定障害福祉サービス基準第 14 章第
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１節から第４節、外部サービス利用型指定共同生活援助事業所に移行した場合にあっては、

指定障害福祉サービス基準第14章第５節に定める規準に適合しているか否かを速やかに確認

すること。 
   なお、これらの事業所の移行が円滑に行われるよう、事業所の協力の下、平成 26 年３月

31 日までの間に、各都道府県において、当該届出の内容を予め確認することは差し支えない

こと。   
（経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所の場合） 

現にある経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所（経過的居宅介護利用型一体型指

定共同生活援助事業所を含む。）については、当該経過措置が設けられてから一定期間が経過

していることを踏まえ、各都道府県において、当該事業者に対して、平成 26 年 3 月 31 日ま

での間に、外部サービス利用型指定共同生活援助事業所等への移行の意思を確認することが

望ましいこと。外部サービス利用型指定共同生活援助事業所等への移行が困難であるか、又

は、移行を希望しない事業所であって、指定障害福祉サービス基準附則第 13 条に定める基準

に適合している事業所については、引き続き、経過的居宅介護利用型指定共同生活援助事業

所として共同生活援助の事業を行うことが可能であるが、この場合であっても、移行に際し

て、届出事項に変更がある場合には、障害者総合支援法第 46 条に基づき、10 日以内に都道

府県知事に届け出る必要があること。 
 
（３）平成 26年３月 31日で指定の有効期間が満了する事業者の指定等の手続きについて 

平成 26年３月 31日で指定の有効期間が満了する共同生活介護の事業を行う事業所又は共同生 

活援助の事業を行う事業所については、当該指定の有効期間の満了日までの間に、障害者総合支 

援法第 40条に基づき、当該事業の指定の更新の申請を行うことが考えられる。 

その場合は、（１）及び（２）により、必要な手続き等を行うこと。 

 
（４）整備省令附則第４条による経過措置（人員に関する基準関係） 

外部サービス利用型指定共同生活援助事業所については、世話人の配置基準を常勤換算で６：

１以上としているところであるが、平成 26 年４月１日において現に存する指定共同生活援助事業

所が外部サービス利用型指定共同生活援助事業所に移行した場合については、当分の間、世話人

の配置基準を常勤換算で 10：１以上とする。 
  
（５）整備省令第５条による経過措置（設備・運営に関する基準関係） 

外部サービス利用型指定共同生活援助事業者については、事業の開始に当たって、予め指定居

宅介護事業者と受託居宅介護サービスの提供に関する委託契約を締結する必要があるが、整備省

令附則第３条により外部サービス利用型指定共同生活援助事業所とみなされたものについては、

整備省令の施行後最初の指定の更新までの間は、必ずしも指定居宅介護事業者と契約を締結して

いる必要はなく、受託居宅介護サービスの提供の開始までに契約を締結すればよいものとする。 
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Ⅱ 支給決定事務について 

 １ みなし支給決定 

 （１）対象者及びみなし支給決定の内容 

 整備法附則第５条により、平成 26 年４月１日において、現に共同生活介護に係る介護給付費の

支給決定を受けている利用者は、支給決定の有効期間の残存期間の間は、共同生活援助の支給決

定を受けているものとみなされること。 
 
 （２）みなし支給決定に関する手続き 

 みなし支給決定は、法律上何らの手続を要さずに支給決定があったものとみなされるが、各市

町村の判断で、みなし支給決定された利用者に対して、実務上、みなし支給決定されたことの通

知や障害福祉サービス受給者証の交付等の手続きを行うことは差し支えない。 
    なお、みなし支給決定されたことを通知する場合は、次の事項を記載することが考えられる。 
    （ア）みなし支給決定された旨 
    （イ）みなし支給決定された障害福祉サービスの種類（共同生活援助） 
    （ウ）みなし支給決定された障害福祉サービスの支給量 
    （エ）みなし支給決定の有効期間 
    （オ）負担上限月額 
    （カ）その他必要な事項 
 

 ２ 一元化後の共同生活援助に係る訓練等給付費の支給決定業務について 

 （１）基本的な取扱いについて 

    共同生活援助に係る支給申請を受理した市町村は、申請者が指定共同生活援助（介護サービス

包括型）事業所と外部サービス利用型指定共同生活援助事業所のいずれの事業所の利用を希望す

る場合であっても、「共同生活援助」の支給決定を行うものとする。なお、「共同生活援助」の支

給量や有効期間の考え方は、後述する外部サービス利用型指定共同生活援助事業所において受託

居宅介護サービスの提供を受ける場合の取扱いを除き、基本的に現行の共同生活介護及び共同生

活援助と同様のものであること。 
 
 （２）障害支援区分の認定手続について 

    共同生活援助の利用を希望する障害者のうち、入浴、排せつ又は食事等の介護の提供を受ける

ことを希望しない障害者については、必ずしも障害支援区分の認定手続を要しないものとする（下

表参照）。 
    市町村は、適切なアセスメント及びマネジメントにより、申請者本人の意向や障害の種類及び

程度その他の心身の状況等を勘案して、障害支援区分の認定手続の要否を判断すること。 
    なお、障害支援区分の認定手続を受けずに指定共同生活援助（介護サービス包括型）事業所を

利用する場合は、当該利用者の障害支援区分を「非該当」とみなして基準を適用するものとする。 
    また、現に障害程度区分の認定手続を受けずに指定共同生活援助事業所を利用している利用者

については、支給決定の変更や更新を行う際に、介護の提供に関する意向を確認すること。 
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    ※ 平成26年４月以降の訓練等給付費の支給申請書の様式については、追って、お示しするが、

共同生活援助（グループホーム）の支給申請を行う場合には、「申請するサービス」欄の「申

請に関する具体的内容」欄に①希望する事業所の種類（指定共同生活援助事業所と外部サー

ビス利用型指定共同生活援助事業所の別）及び②入浴、排せつ又は食事等の介護の提供を受

けることを希望するか否かを記載するよう、現行様式を改正する予定である。 
 

 認定手続が必要な者 認定手続が不要な者 
指定共同生活援助

（介護サービス包括

型）事業所 

入浴、排せつ又は食事等の介護の

提供を受けることを希望する障害

者 
 

入浴、排せつ又は食事等の介護の

提供を受けることを希望しない障

害者であって、申請者本人の意向

や障害の種類及び程度その他の心

身の状況等を勘案して、障害支援

区分の認定手続は不要であると判

断された障害者 
外部サービス利用型

指定共同生活援助事

業所 

日常生活上の援助など基本サービ

スに加えて、受託居宅介護サービ

スの提供を受けることを希望する

障害者 

日常生活上の援助など基本サービ

スのみを受ける障害者（受託居宅

介護サービスの提供を受けること

を希望しない障害者）であって、

申請者本人の意向や障害の種類及

び程度その他の心身の状況等を勘

案して、障害支援区分の認定手続

は不要であると判断された障害者 
 
 （３）受託居宅介護サービスの提供を受ける場合の取扱いについて 

    外部サービス利用型指定共同生活援助事業所に入居し、受託居宅介護サービスの提供を受ける

ことを希望する障害者からの支給申請を受理した市町村は、指定特定相談支援事業者によるサー

ビス等利用計画案の作成手続を経た上で、共同生活住居の支給量として、各月における『日数（暦

日数）／月』に加えて『受託居宅介護サービスの支給量（時間（15 分単位）／月）』を決定するも

のとする。なお、体験利用の場合の取扱いも同様とする。 
 
ア 受託居宅介護サービスの対象者 

     指定居宅介護事業所と受託居宅介護サービスの提供に関する業務を委託する契約を締結し、

受託居宅介護サービスの提供体制を整えている外部サービス利用型指定共同生活援助事業所を

利用する障害者（障害支援区分２以上に該当する障害者に限る。）については、市町村が決定す

る受託居宅介護サービスの支給量の範囲内で、受託居宅介護サービスの提供を受けることがで

きるものとする。 
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  イ 受託居宅介護サービスの種類 

    受託居宅介護サービス事業者が提供する受託居宅介護サービスの種類は、指定障害福祉サー

ビス基準第 213 条の 10 第 3 項に規定のとおり、指定居宅介護（身体介護を伴う場合に限る。）

とする。 
 

   ウ 受託居宅介護サービスの支給量の決定 

   （ア）受託居宅介護サービスの支給標準時間 

市町村は、受託居宅介護サービスの支給量の決定に当たっては、指定特定相談支援事業者

が作成したサービス等利用計画案を勘案した上で、別途お示しする市町村が支給決定を行う

に当たって参酌すべき受託居宅介護サービスの支給標準時間（分／月）（以下、「支給標準時

間」という。）の範囲内で支給量を決定することを基本とする。 
ただし、以下に掲げる場合であって、支給標準時間の範囲内では必要な受託居宅介護サー

ビスの支給量が確保されないと認められる場合には、支給標準時間を超える支給量の決定を

行うこととして差し支えないものとする。 
 
① 当該支給申請を行う者が利用する外部サービス利用型指定共同生活援助を行う事業所

に、当該支給申請を行う者以外に受託居宅介護サービスの提供を現に受けている、若し

くは、希望する利用者がいない場合又は受託居宅介護サービスを受けている、若しくは、

希望する利用者のすべてが障害支援区分２以下である場合 
② 障害支援区分４以上であって、指定特定相談支援事業者等が作成したサービス等利用

計画案を勘案した上で、支給標準時間を超えた支給決定が必要であると市町村が認めた

場合 
 

   （イ）市町村審査会の活用 

市町村は、支給標準時間を超えて支給量を決定する場合は、必要に応じて、市町村審査会

に諮ることが望ましいこと。また、障害者本人がセルフプランを作成する場合など指定特定

相談支援事業者によるサービス等利用計画案の作成を受けない場合には、市町村審査会の意

見を聞くものとする。支給決定の更新の場合の取扱いも同様とする。 
     
   エ 支給決定通知及び障害福祉サービス受給者証 

受託居宅介護サービスの支給量については、支給決定通知及び障害福祉サービス受給者証に

記載する必要があること。この場合、指定居宅介護のように 1 回当たり利用可能時間数の記載

は必要ないこと。 
 
 （４）個人単位の居宅介護等の利用について 

現行、平成 27 年３月 31 日までの間、経過的に認められている重度者の個人単位の居宅介護等

の利用については、平成 26 年４月 1 日以降においても、指定共同生活援助事業所（介護サービス

包括型）の利用者であって、指定障害福祉サービス基準附則第 18 条の２に規定する要件を満たす
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ものについては、新規の場合を含め、引き続き利用することが可能であること。 
 

Ⅲ 指定申請書の様式の改正について 

  共同生活介護（ケアホーム）と共同生活援助（グループホーム）の一元化に伴い、各都道府県等で 
使用している指定申請に係る様式の一部を改正する必要があるが、少なくとも以下に掲げる事項の改 
正が必要となるので、別紙を参考に各都道府県等において必要な様式の改正を行うこと。 
 

１．各様式の「共同生活介護（ケアホーム）」に係る項目の削除 

２．指定に係る記載事項に「サービスの提供形態に関する確認欄」及び「受託居宅介護サービス事業

者が事業を行う事業所の名称等に関する確認欄」の追加 

３．共同生活住居に係る様式に「サテライト型住居に関する確認欄」を追加 

４．「サテライト型住居に係る様式」を追加 
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付表７　　　共同生活介護事業所（ケアホーム）　　・　　共同生活援助事業所（グループホーム）

　　 　　の指定に係る記載事項　その１

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

③賃貸借契約の内容： ア　敷金　　　　　　イ　　礼金　　　　　ウ　　家賃　（月額）　　　　

エ　　契約期間　　　　　オ　　賃貸料がない理由

④住居の利用定員数　　　　　　　　人　　　

⑤居室数 室（うち個室　　　室）

⑥入居者１人当たりの居室の最小床面積 ㎡

一体的に運営するサテライト型住居　　　　　　　　　　　　　か所

一体的に運営するサテライト型住居の利用者から連絡を受ける通信機器

主たる対象者　　　　　　　　　身体障害者　　　・　　　知的障害者　　　・　　　精神障害者　　　・　　　難病等対象者

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

県

③賃貸借契約の内容： ア　敷金　　　　　　イ　　礼金　　　　　ウ　　家賃　（月額）　　　　

エ　　契約期間　　　　　オ　　賃貸料がない理由

④住居の利用定員数　　　　　　　　人　　　

⑤居室の最小床面積 ㎡

本体住居の名称

本体住居との距離　　　　　　　　　　　　km

利用者が本体住居への連絡に使用する通信機器

主たる対象者　　　　　　　　　身体障害者　　　・　　　知的障害者　　　・　　　精神障害者　　　・　　　難病等対象者

名　　称

所在地 郡・市

連 絡 先 電話番号 ＦＡＸ番号

受付番号

主

た

る

事

業

所

フリガナ

サービスの提供形

態（該当部分に○）

介護サービス包括型 生活支援員の業務の外部委託の予定　　　　　　有　（月　　　時間）　・　無

外部サービス利用型
受託居宅介護サービス事業者が事業を行う事業所の名称及

び所在地並びに当該事業者の名称及び所在地
別紙のとおり

（付表７）　その２

共

同

生

活

住

居

①

フリガナ

名　　称

所在地 郡・市

連 絡 先 電話番号 ＦＡＸ番号

所在地 郡・市

グループホーム・ケアホームに供する建物形態

①住居区分：一戸建て、アパート、マンション、その他（　　　　）

②建物所有者名：

利用料

その他の費用

サテライト型住居に供する建物形態

①住居区分：アパート、マンション、その他（　　　　）

②建物所有者名：

利用料

その他の費用

（付表７）　その３

サ

テ

ラ

イ

ト

型

住

居

①

フリガナ

名　　称

（ 別 紙 ） 
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